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○JAバンクは独立経営で郵貯とは事情が異なる

○郵貯が業務拡大で利益を上げることは地域農
業・農村に影響

○預入限度引上げはＪＡ等民間金融機関を不利
な立場に追い込む

○中小金融機関はスケールメリットを活かした条
件競争では著しく不利

○運用対象の急拡大は民間金融機関の資金運
用に影響

想定されるJAバンクへの影響
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○移行期間中に規模縮小を進めるべき

○公正な競争条件を確保することが業務拡大の
大前提

○業務拡大は完全民営化時に

基本的考え方
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○移行期間中に民間金融機関とほぼ同様の業
務内容となることは不適当

○新規業務は地域金融機関と競合するが、地域
金融の円滑化に資する連携は可能なのか

○新規業務開始ありきの直営店展開は問題

「実施計画の骨格」について

３



○同一の競争条件が確立されれば、民間金融
同士として競争する覚悟

○地域・顧客に資する面があれば、可能な範囲
での連携・協力を検討

完全民営化後について
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（参考）郵便貯金とＪＡバンクの現状

協同組織（三段階）公社組織形態

８６兆円２１４兆円預貯金残高

０．５兆円１．２兆円経常利益

４１兆円４兆円貸出金残高

１１２兆円２６５兆円総資産

１２千台２７千台ＣＤ・ＡＴＭ数

１１千店舗２４千店舗国内店舗数

ＪＡバンク郵便貯金

（注1）ＪＡバンクは、単位農協８４０、信農連４２（うち暫定信農連６）、農林中央金庫で構成。

（注２）郵貯の従業員数は、三事業共通部門の５万人を含まない計数。

（注３）ＪＡバンクの財務計数は、一定の仮定の下で連結ベース計数を試算した値。（経常利益のみ単純合計）

（平成１６年度末）
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